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4C. Ikeno CHUKYO LAWYER










































































6C. Ikeno CHUKYO LAWYER
5 　特例有限会社と会社法339条 2 項

































































6 　非公開会社と会社法339条 2 項
（ 1）非公開会社における取締役任期の改正
　旧商法においては、取締役の任期の上限を、原則として 2年とし（旧商法256条 1 項）、旧商法特
例法が適用される委員会等設置会社においては、 1年としていた（旧商法特例法21条の 6）。









































































































































（ 2） 整備法 2条 1項。
（ 3） 整備法 2条 3条 2項。
（ 4） 整備法 2条 2条。
（ 5） 秋田地判平成21年 9 月 8 日金融・商事判例1356号59頁。
（ 6） 東京地判平成27年 6 月29日判例時報2274号113頁。






























（21） 奥島孝康・「第 2款　解任」（酒巻＝龍田・編『逐条会社法第 4巻』［2008年、中央経済社］）325
頁。
（22） 加藤・前掲注10）・517頁。












（32） 三浦治・「任期を短縮する定款変更による取締役の退任と会社法339条 2 項の類推適用」金融・商
事判例1510号20頁、佐藤誠・「任期途中で解任された取締役の損害賠償請求権について―東京地裁




取締役の退任と会社法339条 2 項の類推適用」法律のひろば69巻 3 号71頁、高橋・前掲注31）。




（会社法171条の 2、171条の 3、173条の 2）。
（36） この問題についても、会社法改正により、若干の手当がなされたが、根本的解決にはほど遠い










（38） 立法論的手当をするなら、やはり、会社法339条 2 項に、「任期の定めがある場合においては、」
と、文言を追加するか、あるいは、整備法18条に、「会社法339条 2 項の適用においては、任期の定
めのある場合に限る。」というような文言を追加するべきである。
（39） 例えば、会社法339条 3 項に、「前項の損害賠償額は、各役員及び会計監査人の法定任期分の報酬
等の額と推定する。」などという条文を追加することである。
